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計画の策定に当たって 

 

 

この計画は、障がい福祉サービスや地域生活支援事業等の見込量の設定やその基盤整備に

向けた方策などを定めた計画であり、本市では「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」という。）に基づく「市町村障害福祉計画」

と「児童福祉法」に基づく、「市町村障害児福祉計画」を一体のものとして策定します。 

なお、「障害者基本法」に基づく「市町村障害者計画」は、「芦屋市障がい者（児）福祉計

画 第７次中期計画」として、障がいのある人及び障がいのある児童（以下「障がいのある

人等」という。）の施策に関する基本的な事項を定めた計画を策定しており、このたび策定

する計画は、そのうち地域生活支援等に係る数値目標に関する事項を定める計画です。 
 

【「障害福祉計画・障害児福祉計画」と「障害者計画」の関係】 

 障害福祉計画・障害児福祉計画 障害者計画 

計画名称 芦屋市第 7 期障がい福祉計画・芦屋

市第 3 期障がい児福祉計画 

芦屋市障がい者（児）福祉計画  

第 7 次中期計画 

根拠法令 障害者総合支援法 第 88 条第１項 

児童福祉法 第 33 条の 20 第 1 項 

障害者基本法 第 11 条第 3 項 

計画の性格 障がい福祉サービス等の見込量と基

盤整備に向けた方策を定める計画 

障がいのある人等の施策に関する基

本的な事項を定める中長期計画 

計画内容 障がい福祉サービス・地域生活支援

事業等の見込量、確保の方策 

・基本理念、基本目標 

・施策体系 

・施策の推進 

・各施策の推進 
 

 
 

令和６（２０２４）年４月 ～ 令和９（２０２７）年３月 

 

 

  

 

 

     

 

 

     

      

計画の位置づけ 

計画の期間 



2 

 

 

 

 

 

  目標値は、国・県の指針に基づき、設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

◆施設入所者のうち、地域生活へ移行する人数（基準人数 53 人の 6％以上）…………… 

◆施設入所者の減少者数（基準人数 53 人の５％以上）……………………………………… 

４人 

3 人 

 

◆保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催回数……………………………………… 

◆精神障がいのある人の地域移行支援利用者数……………………………………………… 

◆精神障がいのある人の地域定着支援利用者数……………………………………………… 

◆精神障がいのある人の共同生活援助利用者数……………………………………………… 

◆精神障がいのある人の自立生活援助利用者数……………………………………………… 

◆精神障がいのある人の自立訓練（生活訓練）利用者数…………………………………… 

 

◆地域生活支援拠点等の整備 ……………………………………………………… 

◆拠点機能の充実に向けた運用状況等の検証の会議の開催 …………………… 

◆コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制の構築 

◆強度行動障がいのある人の状況及び支援ニーズの把握  

◆強度行動障がいのある人への地域の関係機関が連携した支援体制を整備  

１箇所（設置済み） 

１回/年 

 

◆就労移行支援事業から一般就労に移行する人数（基準人数 14 人の 1.31 倍以上）……… 

◆就労継続支援Ａ型事業から一般就労に移行する人数（基準人数 5 人の 1.29 倍以上）…… 

◆就労継続支援Ｂ型事業から一般就労に移行する人数（基準人数 1 人の 1.28 倍以上）…… 

◆就労移行支援事業等を通じた福祉施設から一般就労に移行する人数 

（基準人数 20 人の 1.28 倍以上）……… 

◆就労定着支援事業利用者数（基準人数 11 人の 1.41 倍以上）………………………………… 

19 人 

７人 

２人 

30 人 

16 人 

１回/年 

４人 

２人 

23 人 

２人 

15 人 

 

令和８年度（本計画の最終年度）に向けた目標値の設定 
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◆児童発達支援センターの整備 ………………………………………………… 

◆障がいのある児童の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築  

◆主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、 

放課後等デイサービス事業所の確保 ………………………………………… 

◆主に重症心身障がい児を支援する居宅訪問型児童発達支援事業所の確保  

◆医療的ケア児者を支援する通所・居宅事業所の確保  …………… 

◆医療的ケア児支援の協議の場の設置 

（保健、医療、障がい福祉、保育、教育等各分野の協議の場） ………………… 

◆医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

１箇所（設置済み） 

１箇所（設置済み） 

２箇所（設置済み） 

設置済み 

 

◆障がい福祉サービス等の多様化、事業者の増加に伴い、真に必要とする障がい福祉サービス等を提

供していくための取組みとして、障害者総合支援法の理解等のため、市の職員は、兵庫県が実施す

る各種研修に参加します。 

◆自立支援給付の請求の過誤を無くす取組みや適正な運営を行っている事業所を確保するため、障害

者自立支援審査支払等システムの活用や兵庫県が実施している事業所の実地指導に同行し、結果に

ついては必要に応じて事業所や兵庫県・関係自治体と共有を行っていきます。 

◆家庭療育支援講座を受講する人数 ………………………………………………………… 

◆家庭療育支援講座を支援する人数 ………………………………………………………… 

◆ピアサポート活動への参加人数 …………………………………………………………… 

◆ペアレントメンターの人数 …………………………………………………………………… 

８人 

10 人 

２人 

３人 

 

◆基幹相談支援センターの設置 …………………………………………………………… 

◆基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制強化に関する研修・会議 ……… 

◆基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 ……………………… 

◆協議会における事例検討実施回数  …………………………………………… 

◆協議会における事例検討参加機関  …………………………………………… 

◆協議会の専門部会   ……………………………………………………………… 

1 箇所 

１人（配置済み） 

30 回/年 

３人 

１回/年 

23 機関 

設置済み 

３回/年 
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障がい福祉サービス等の見込量の設定 

 

 

【サービスの見込量】 

 

※見込量は 1か月分です。 

  

法定サービス   
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※見込量は 1か月分です。 
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【サービスの見込量】

※住宅入居等支援事業は未実施としていますが、住宅入居に関する相談は日頃の相談支援の中で実施しています。 

※見込量は1年分です。 

 

 

 

地域生活支援事業   
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◆任意事業 

※見込量は1年分です。 

 

 

 

 

 

芦屋市第７期障がい福祉計画 芦屋市第３期障がい児福祉計画 概要版 

             〔発行年月〕令和６年３月         〔編集〕障がい福祉課 TEL(0797)38-2043 

               〔発行〕芦屋市                         FAX(0797)38-2160 

               〒659-8501兵庫県芦屋市精道町７番６号             こども政策課 TEL(0797)38-2045  

                            ホームページ http://www.city.ashiya.lg.jp/                    FAX(0797)38-2190 


